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1. 再掲【独自条項】第42条、第63条

◆ 第42条：相互牽制ということだろうが、いままでの理事会の状況において、必要性は全く感じな
いことから、準拠しない提案としています。いかがでしょうか？

⇒ 監事の業務のためにも、準拠が望ましいとの意⾒から、準拠の形にすると、42条全体が準拠す
ることになります。

◆ 第63条：余剰⾦が増える⼀⽅で、時々、積⽴⾦に繰⼊を⾏っていた頃が懐かしいかな。その名残
の条⽂ですが、準拠することで、あえてここで削除してしまうのは、いかがでしょうか？
苦労された何⼈かの理事⻑経験者の皆さんに、申し訳無いと感じてしまうのは、違うかしら？

◇ ちなみに、管理費を棟別には取り扱わないと思われるので、充当するなら、団地修繕積⽴⾦にす
るべきでしょう。

⇒ 現状に鑑み、準拠が望ましいとの意⾒から、準拠の形にすると、63条全体が準拠することにな
ります。
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2. (D) 要検討14条項（その1）

◆それぞれの理由から要検討と考

える条項が14ある。

◆各棟修繕積立金に関連するのは7

条項 (25,29,30,31,34,50,56)となる。

29条の検討完了後に、(D)要検討

にある5条項を検討する。
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◆(その1):上記と別の8条項（21,23,24,24の2,33の2,43,51の2,53）につ

いて、検討を進める。

◆(その2):各棟修繕積立金に関する取扱い方と、29条の改正案を検討

し結論を出す。

◆(その3):上記の5条項について検討を進める。結論の在り方によって

は、28,56,59条についても、再確認する。
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3. (D) 要検討14条項（その2）29条
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◆ 各棟修繕積立金を設ける理由
◇今回の法改正で多数整備されたマンション再⽣メニューを活かすためには、法令

に定められた積⽴⾦の使い⽅に関する制限を守りつつ、各棟別の調査・検討など
を実施しなければならない。実施主体が団地管理組合であっても、費⽤の⾯から
の制約が残れば、うまく進まないのは⽬に⾒えている。

◇いざとなってから慌てて整備しようとしても、出来る事と出来ない事ができてし
まうのではないか。事態の様相にもよるが、それなりの準備が無ければ、億単位
の⾦を処置するのは簡単な話しでは無い。

◆ 今回の改正でどこまでやるか
◇現状の団地修繕積⽴⾦は、３回⽬の⼤規模修繕までに必要な費⽤は（計画通りに

積み⽴てれば）確保出来ている。要するに、各棟別に管理されていないだけだ。
◇具体的にどういうプロセスで取り組む事で、実際に各棟修繕積⽴⾦会計を成⽴さ

せうるのかの道筋を書いておき、臨時総会１回で各棟修繕積⽴⾦有りの状態に遷
移出来る様にしておきたい。

◇独⾃条項として、29条の最後の項として、上記の状態を定義し、現状からの遷
移⼿順を⽰して、そのための議案の議決要件を定めておこう。

◆ 改正原案の第29条第5項の条文を検討してほしい
◇4項⽬の内容で上記の会計間の遷移作業を規定しきれているか、漏れは無いか。
◇同時に規定しておくべき事柄は無いか。
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4. (D) 要検討14条項（その3）

◆ 29条の結論を前提に、関連する9条
項（25,28,29,30,31,34,50,56,59)の
うち、要検討に残る5条項について
改正原案に沿って検討する。

◆ 結論の在り⽅によっては、28,56,59
条については再検討する。

◆ 29条の検討結果による提案の変更は、
下表の通りとなる。
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5.【検討指示】防犯カメラシステム管理細則の改正検討

◆ 改正の考え方
◇ アナログカメラ2台からIPカメラ28台と変化が⼤きいので、システムとしての管理が必須と

なり、使い⽅も複雑化するので、「防犯カメラシステム管理者」を置いて、防犯カメラに
関して、理事会・理事⻑を補佐するように変更する。また、細則名を改正する。

◇ 防犯カメラの管理・運⽤について、過度に理事⻑に負担が掛からない様にする（理事⻑が
不在でも防犯カメラが使えるようにする）。

◇ 録画映像の保管期間をシステム仕様により80⽇以内に延⻑する。（第5条3項）
◇ 閲覧可能ケースに、⾏⽅不明者捜索、⿃獣被害防⽌、システムの保守・点検・補修および
改良検討の3点を加える。（第6条四号〜六号）

◇ 録画映像の閲覧要件を、役員2名の⽴会いから、理事⻑1名のみか、役員1名とその他の関係
者1名からなる2名の⽴会に緩和する。（第7条）

◇ 防犯カメラシステム閲覧記録簿を重要物と位置づけ、閲覧の記録を必ず残す。これは、第
三者への閲覧･貸与であっても同様である。（第7条3項）

◇ 本細則改正版は、2027(R9)年4⽉1⽇施⾏とする。

◆ その他の観点
◇ すでに⾃治会からゴミ置場への侵⼊者を監視する必要性が指摘されている。閲覧⽬的や閲

覧させる第三者の規定⽅法については、さらなる検討が必要ではないか。
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9．次回以降の進め方について

◆ 次回の委員会は、2026年9月12日土曜日に開催し、

以降は12月答申まで毎月第二土曜日開催を予定します。

（10/10、11/14、12/12）

◆ 長期修繕計画の見直し関連の状況によっては、１月以降も委員会

の開催を予定しますが、その時点でご案内します。
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Appendix-A

A01. 諮問⽂書
A02. 標準管理規約（団地型）3版にある法改正対応以外

の提案内容(1/2)
A03. 標準管理規約（団地型）3版にある法改正対応以外

の提案内容(2/2)
A04. 諮問内容の検討スケジュール案
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A02. 標準管理規約（団地型）3版にある法改正対応以外の提案内容(1/2)

◆ R030622版の改正概要から
◇ ITを活⽤した総会・理事会
◇ 感染症の感染拡⼤のおそれが⾼いと認められた場合、共⽤施設の使⽤停⽌等を使⽤細則で定めることが可

能であること、総会の延期が可能であることを記載
◇ 置き配を認める際のルールを使⽤細則で定めることが考えられること

◆ R060607版の改正概要から
◇ 共⽤部分と専有部分の配管を⼀体的に⼯事する場合に、修繕積⽴⾦から⼯事費を拠出するときの取扱いを

記載
◇ 総会の議決事項として、改正適正化法 第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請及びマンションの

建替え等の円滑化に関する法律（平成14年法律第78号。以下「円滑化法」という。）第102条第１項に基
づく要除却認定の申請を追加し、これに合わせて規定順を整理

◇ 改元に伴う記載の適正化、書⾯・押印主義の⾒直しや近年の最⾼裁判決等に伴う改正
◇ 敷地分割事業に関する以下の点については、⼀部についてのみ対応していて、不完全になっている。
1. 敷地分割事業と分割請求禁⽌規定との関係性：第11条に相当する規定があった場合であっても、改正法に

よる改正後の円滑化法第115条の４第１項に基づく敷地分割決議による敷地分割は禁⽌されるものではな
いことを記載（第11条関係コメント）

2. 団地修繕積⽴⾦及び各棟修繕積⽴⾦：団地修繕積⽴⾦及び各棟修繕積⽴⾦の使途として「敷地分割に係る
合意形成に必要となる事項の調査」を記載（第28条及び同条関係コメント（団地修繕積⽴⾦）・第29条及
び同条関係コメント（各棟修繕積⽴⾦））

3. 招集⼿続：敷地分割決議を⾏うための団地総会の招集⼿続を記載（第45条及び同条関係コメント）
4. 団地総会の会議及び議事：敷地分割決議の決議要件を記載（第49条及び同条関係コメント）
5. 議決事項：団地総会の議決事項として管理計画の認定の申請、除却の必要性に係る認定の申請及び敷地分

割決議を記載（第50条）
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A03. 標準管理規約（団地型）3版にある法改正対応以外の提案内容(2/2)

◆ R071017版の改正概要から
1. 管理組合役員に関する規定の⾒直し

① 理事の職務代⾏者
 理事が出席できない場合に理事本⼈に代わって理事会に出席させることができる「職務代⾏者」

を定める場合の考え⽅及び規定例をコメントに追加
② 役員の⽋格条項の⾒直し

 会社法、⼀般社団法⼈法等を参考に規定を⾒直し

2. 管理組合役員等の本⼈確認
 管理組合財産を狙った、区分所有者ではない者による管理組合役員・専⾨

委員へのなりすまし事案の発⽣を踏まえ、管理組合役員、専⾨委員就任時
の本⼈確認についてコメントを追加

3. 管理組合が取り組むべき防災関係業務の内容
① 防災関係業務の明確化

 管理組合において取り組むべき防災関係業務の内容をコメントに追加
② 防⽕管理者に関する規定の整備

 消防法上設置が求められている防⽕管理者に関する規定例を追加

4. 喫煙に関するルールの考え⽅
 喫煙に関するルールを定める際の考え⽅をコメントに追加
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1 2 3

A04. 諮問内容の検討スケジュール案
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(2)標準管理規約
（団地型）のコ
メント等を精査

2027年度（4⽉〜3⽉）
2026 (令和8)年 2027 (令和9)年

2026年度（4⽉〜3⽉）

(1) 法改正対応の
規約改正案討議

理
事
説
明
会

答
申

臨時総会?

広
報

住
⺠
説
明
会

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

① 屋内外給排⽔管の劣化診断結果を精査
② アルミサッシの劣化診断の実施と結果の精査
③ 消防関連３項⽬の実施と結果の精査
④ ⼤規模修繕の５年⽬瑕疵保証点検の結果受領

(3)答申案
のとりま

とめ

⻑
期
修
繕
計
画
の

部
分
的
⾒
直
し

関
連

(1) 検討項⽬の確認
(2) 劣化診断等の結果を精査（分科会？）
(3) 保全協会版の精査（分科会？）
(4) 消防関連の項⽬確認 答

申

広
報

理
事
説
明
会

(1) ⾒積⾦額の検討
(2) ⻑期修繕計画への

とりまとめ作業
(3) 資⾦計画の検討

住
⺠
説
明
会

2028 (R10)年

 防犯カメラ運⽤細則の改正も課題

Appendix-B

B01. 【要検討14条項】(その1) 第21条
B02. 【要検討14条項】(その1) 第23条
B03. 【要検討14条項】(その1) 第24条、24条の2
B04. 【要検討14条項】(その1) 第33条の2、43条
B05. 【要検討14条項】(その1) 第51条の2、53条
B06. 【要検討14条項】(その2) 第29条5項について
B07. 【要検討14条項】(その2) 第29条（条文）
B08. 【要検討14条項】(その3) 第25条、30条、31条
B09. 【要検討14条項】(その3) 第34条
B10. 【要検討14条項】(その3) 第50条
B11. 【要再検討3条項】第28,56,59条
B12. 防犯カメラシステム管理細則改正案(1/4)
B13. 防犯カメラシステム管理細則改正案(2/4)
B14. 防犯カメラシステム管理細則改正案(3/4)
B15. 防犯カメラシステム管理細則改正案(4/4)
B16. 第24条の2のコメント
B17. 区分所有法第26条の改正
B18. 建物の区分所有等に関する法律（改正：試行令和８年４月１日）第26条
B19. 第37条の再検討
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B01. 【要検討14条項】(その1) 第21条

◆ 検討ポイント1：1項後半は、前回および今回の標準管理規約（団地型）においてコメントに記載されている趣旨
を取り⼊れたものであるので、現⾏通りとするのも⼀案である。いかが？

◆ 検討ポイント2：2項は括弧書きと総会承認が追記されているだけだが、準拠で良いか？
◆ 検討ポイント3：3項では、電磁的⽅法が追記されているだけだが、準拠で良いか？
◆ 検討ポイント4：現⾏の7，8項は、改正で変化の無いコメント⑩⑪の趣旨に対応している。いかが？
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3⇐

B02.【要検討14条項】(その1) 第23条

◆ 23条：⽴⼊を請求という趣旨に、保存⾏為を請求という内容が付け加わった形になっている。準
拠を提案しているが、問題は無いと思っている。影響が⼤きいのだが？

◆ コメントの①は以下の様に記載されている。
第23条関係
① 本条で想定される他の者が管理する専有部分⼜は専⽤使⽤部分への⽴⼊り⼜は保存⾏為の実施とは、ある団地

建物所有者の専有部分内の配管から漏⽔が発⽣し、共⽤部分に被害が⽣じているような場合において、漏⽔発⽣
元の専有部分に⽴ち⼊るとともに、漏⽔発⽣元の専有部分の団地建物所有者に代わって漏⽔箇所の補修を⾏う場
合等が想定される。

◆ 第4項のイメージも、コメントに記載されている。
② 第４項の緊急の⽴⼊り⼜は保存⾏為が認められるのは、災害時等における共⽤部分に係る緊急的な⼯事に伴い

必要な場合や、専有部分における⼤規模な⽔漏れ等、そのまま放置すれば、他の専有部分や共⽤部分に対して物
理的に⼜は機能上重⼤な影響を与えるおそれがある場合に限られるものである。

③ 第４項の規定の実効性を⾼めるため、管理組合が各住⼾の合い鍵を預かっておくことを定めることも考えられ
るが、プライバシーの問題等があることから、各マンションの個別の事情を踏まえて検討する必要がある。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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3⇐

秦野南が丘もくせい西住宅管理組合　2026(R8)年度第3回ウェルシー委員会資料 2026/8/8

8 / 19



B03. 【要検討14条項】(その1) 第24条、24条の2

◆ 24条：賠償責任保険が⼊っていなかったので、前回は準拠を⾒送り、従前の形式を踏襲した。今
回は、準拠しても良いのではないか。

◆ 第24条第2項、第77条第3項第⼆号を、24条の2に統合している。
◆ 24条の2：判例において起こった問題点を、法改正において解消している内容であり、準拠すれば

よい。運⽤にあたっての注意点などは、コメントを理解しておく必要があるだろうが、管理会社
の仕事のような⾯もありそうだ。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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3⇐

31

32 33

B04. 【要検討14条項】(その1) 第33条の2、43条

◆ 33条の2：組合員名簿について新設された条項であり、全部準拠を提案するが、運⽤上の影響
も⼤きいと思われるので、要検討とした。特に2項はいかがでしょうか？

◇ この条項の設定で、管理会社が必要な管理事務を引き受けないと困るが、法令に基づくのでOKかしら。
◆ 43条：外部役員との関係で整備されたとの説明があったため、準拠しない選択をしたが、国⼟

交通省の「管理会社管理⽅式に対応した読み替え表」による対応により、関係性が強調される
ことが無くなった。そもそも労働強化的な内容であって、権限強化になっていないので、準拠
しておけば良いと考えて、今回初めて、準拠を提案する。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

18

3⇐
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B05. 【要検討14条項】(その1) 第51条の2、53条

◆ 51条の2：準拠を提案します。議案書については従来と同様であるが、付随する書⾯について
は、初めての規定と思われる。そもそも、運⽤としてこのような閲覧に対応していないが、規
定してしまったら、運⽤体制を整備する必要が⽣じる。⼤丈夫だろうか？

◆ 53条：43条同様に取り上げて、否決されても良い状態を作って臨時総会に臨んだ条項である。
理事⻑、副理事⻑の選任および解任について、他の条項との⽭盾などを警戒して、準拠しな
かったが、関係条⽂全部で準拠すれば問題は無い。（そもそも無⽤な警戒だったかもしれない）

◇ 役員の選任・解任が総会決議であり、理事⻑・副理事⻑は理事の互選とするか、理事会での決
議事項とするかの違いのみであって、実際には⼤差が無いが、準拠するなら整合性を保つため、
変更無し条項として検討対象から外した第37条の2・3項を準拠することになる。

◇ 残る疑問は、新任理事を含む役員の総会承認前に、理事⻑候補を互選によって選んでいる現状
をどう考えるか？また、理事会で理事⻑を解任出来ても、理事であることは解任出来ないのだ
から、その際の問題は解決しない可能性が⾼いのでは？（あまり意味の無い⼿続きの定義か？）

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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30

B06. 【要検討14条項】(その2) 第29条5項について

◆ 各棟修繕積⽴⾦を設けない状態から、設ける状態への遷移のイメージを図⽰してみます。ここで⽰す積⽴⾦とは、
積み⽴てた結果の財産のことを⽰していて、組合員が負担する積⽴⾦のイメージではありません。⽐率は、⼟地
の共有持分＝専有⾯積按分であることに、変わり無いですが、団地と各棟の⽐率については、根拠が未定ですね。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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団地修繕積立金

団地修繕積立金

各棟修繕積立金 1番館

各棟修繕積立金 2番館

各棟修繕積立金 3番館

各棟修繕積立金 4番館

各棟修繕積立金 5番館

各棟修繕積立金 6番館

各棟修繕積立金 7番館

各棟修繕積立金

分配⽐率は施⼯実績・第⼆回⼤規
模修繕⼯事の決算書から算出？

分配⽐率は専有⾯積合計の⽐率で算出できる

⼟地の共有持分
按分で負担

団地建物所有者

⼟地の共有持分
按分で負担

各棟の区分所有者

各棟の区分所有者

棟の共⽤部分の
共有持分で負担

遷移

団地建物所有者

遷
移
⽅
法
の
決
め
⽅

だ
け
を
規
定
す
る

4⇐

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥：29条5項に定める
べき金額・比率の内容
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B07. 【要検討14条項】(その2) 第29条（条文）

◆ 第5項：現⾏からの遷移⼿続きを、必要⼗分なだけ規定し、その議決要件を決めておくことを、
今回の⽬標状態と考えたもの。また、この条項に、ここで定める内容の議案に、この5項そのも
のを削除する規約改正の議案を含める事まで書き込むかどうかについて議論したい。
これらについての討議と結論を期待する。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

21

4⇐

◆第1項：積み⽴てるのは団
地管理組合となっている。
この項を準拠しながら、
積⽴⾦0の状態に問題は無
いと考えたいが、いかが
でしょうか？

B08. 【要検討14条項】(その3) 第25条、30条、31条

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

22

5⇐

備考
29条の検討結果

検討対象
提案通り設けない

三号有り，4項有り変更無し25条
施⾏時点ではゼロなので経理する必要は無い三号有り、2項有り変更無し30条
現状では、積⽴⾦に回してしまうと管理費会計が成り⽴たなく
なるので、実施しない前提の内容で良いのかを問う。

団地修繕積⽴⾦に
充てる変更無し31条

◆ 31条を準拠するか、または団地と棟の双⽅の修繕積⽴⾦に積み⽴てるとする事も検討したい。按
分⽐は規定せず、団地管理組合の裁量としても良いのでは無いか。
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B09. 【要検討14条項】(その3) 第34条

◆ 四号：マンション再⽣メニューの追加に対応している。
◆ ⼗号：29条の検討結果によってい判断する。
◆ ⼗⼆号：防災を重要視して別項⽬としてきたが、準拠して列挙しても良い程度にし

か皆さんが認識出来ていないようなので、準拠を提案します。
◆ ⼗四号：コミュニティ形成を消そうとする意志を持って検討に加わる有識者の誤っ

た論理に惑わされてはいけない。それは、程度感覚と⼤⼈の対応を理解出来ない⼦
供の論理だろう。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

23

5⇐

B10. 【要検討14条項】(その3) 第50条

◆ 三号、四号：管理組合の⾏うべき事柄は、基本的に事業ではありませんか？
◆ 七、⼗、⼗⼀号は29条の検討結果による。
◆ ⼋号以下の準拠項⽬：多くは、マンション再⽣メニューに対応する決議事項であり、準拠が必

須である。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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【参考】 ［出典：有斐閣法律⽤語辞典第4版］
事業：⼀定の⽬的をもって反復継続的に遂⾏される同種の⾏為の総

体を指す。営利の要素は必要とせず、営利の⽬的をもってな
されるかどうかを問わない。会社法上は、個⼈商⼈における
営業に対応するものとして、その会社の⾏う活動を⼀般に
「事業」と呼んでいる。

業務：社会⽣活上、反復継続して⾏われる事務⼜は事業。利益を伴
うかどうかを問わない。業務が正当に⾏われることの重要性
から、法律は、これに対する妨害を処罰する⼀⽅、⼀定の業
務を⾏う者に特別の義務を課し、⼜は通常⼈に⽐して責任を
加重している。

5⇐
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B11. 【要再検討3条項】第28,56,59条

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

25

5⇐

B12. 防犯カメラシステム管理細則改正案(1/4)

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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B13. 防犯カメラシステム管理細則改正案(2/4)

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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6⇐

B14. 防犯カメラシステム管理細則改正案(3/4)

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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B15. 防犯カメラシステム管理細則改正案(4/4)

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx

29

6⇐

B16. 第37条の再検討

◆ 37条の2項を準拠しない提案とすることについて、議論してお
きたい。「現に居住」を要件としないことは、⼤きな変化と思
われるので。⇒変更無しor準拠の採決をしたい。

◆ 3項を準拠するのであれば、役員の選任から新年度理事会の第1
回定例理事会までの流れを、きちんと整理しなおして、必要に
応じて理事会運⽤細則の改定などを検討するべきだろう。

◆ 従来の運⽤を是とするなら、①の時点で理事⻑・副理事⻑・会
計担当理事が決まっている議案が上程される。そのために、①
より事前に開催される監事候補選定会合②において、理事⻑等
の候補が選出されていて、①の議案に結果が書き込まれている
ことを了とすることを慣例とする事になる。

◆ 理事⻑等の解任があった場合の、その後のプロセスは，規約に
基づく対応をすれば良いとして、詳細を規定しないことになる。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
20260808_ウェルシー委員会k3.pptx
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19⇐

理事会
理事長・副理事長および

会計担当理事を選任・解任

団地総会で
選任・解任

理事 監事

役員

第37条再検討案による新パワーバランス

新たに規定することになる要素と不明点：
1. 総会決議で理事・監事を解任出来るようになる
2. 総会議案には、理事と監事とだけ書かれるようになる？
3. 理事⻑等を解任後の後任選任のプロセスが不明（可能か？）
4. 解任以外の理由で役員が⽋けた場合の後任選任プロセスは？

議
案

①

②
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。
）
。

③
区
分
所
有
法
第
66
条
に
お
い
て
準
⽤
さ
れ
る
第
26
条
第
２
項
で
は
、
旧
団
地
建
物
所
有
者
が
「
別
段
の
意
思
表
⽰
」
を
し
た
場
合
に
は
、
管
理

者
は
当
該
団
地
建
物
所
有
者
を
代
理
等
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
保
険
⾦
等
の
請
求
権
を
有
す
る
旧
団
地
建
物

所
有
者
を
保
護
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
第
３
項
に
お
い
て
保
険
⾦
等
の
請
求
権
の
理
事
⻑
に
よ
る
⾏
使
の
⼀
元
化
を
図
り
、
各
団
地
建
物
所
有

者
及
び
旧
団
地
建
物
所
有
者
の
個
別
⾏
使
を
禁
⽌
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
第
４
項
に
お
い
て
旧
団
地
建
物
所
有
者
に
よ
る
「
別
段
の
意
思

表
⽰
」
に
つ
い
て
も
禁
⽌
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
各
団
地
建
物
所
有
者
は
、
団
地
建
物
所
有
者
で
な
く
な
っ
た
後
も
「
別
段
の
意

思
表
⽰
」
を
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
義
務
を
負
う
こ
と
と
な
る
。

な
お
、
こ
の
よ
う
な
定
め
が
規
約
に
置
か
れ
る
前
に
区
分
所
有
権
を
譲
渡
し
、
既
に
団
地
建
物
所
有
者
で
は
な
く
な
っ
て
い
た
旧
団
地
建
物

所
有
者
に
対
し
て
は
、
当
該
規
約
の
効
⼒
は
及
ば
な
い
。

④
理
事
⻑
が
団
地
建
物
所
有
者
及
び
旧
団
地
建
物
所
有
者
を
代
理
し
て
保
険
⾦
等
を
受
領
し
た
場
合
に
は
、
本
来
、
こ
れ
を
団
地
建
物
所
有
者
及

び
旧
団
地
建
物
所
有
者
に
引
き
渡
す
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
保
険
⾦
等
は
、
共
⽤
部
分
等
の
瑕
疵
等
に
よ
り
⽣
じ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
理

事
⻑
が
⼀
括
し
て
こ
の
請
求
権
を
⾏
使
し
て
受
領
し
た
場
合
、
そ
の
保
険
⾦
等
は
そ
の
修
繕
を
⾏
う
た
め
に
⽤
い
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。
第
５
項
本
⽂
は
、
保
険
⾦
等
を
上
記
の
修
繕
費
⽤
に
充
当
す
る
旨
の
使
途
の
定
め
を
設
け
る
も
の
で
あ
る
。
同
項
た
だ
し
書

は
、
保
険
⾦
等
を
受
領
し
た
時
点
で
既
に
修
繕
が
終
了
し
て
い
る
ケ
ー
ス
や
、
そ
も
そ
も
修
繕
を
要
し
な
い
ケ
ー
ス
（
不
当
利
得
に
よ
る
返
還

⾦
は
、
瑕
疵
の
存
在
を
前
提
と
し
て
い
な
い
た
め
、
修
繕
を
要
し
な
い
場
合
も
あ
り
得
る
。
）
も
あ
り
得
る
こ
と
を
想
定
し
た
規
定
で
あ
り
、

受
領
し
た
保
険
⾦
等
を
団
地
建
物
所
有
者
及
び
旧
団
地
建
物
所
有
者
に
分
配
す
る
こ
と
な
く
、
団
体
と
し
て
⽤
い
る
こ
と
を
可
能
と
し
て
い
る
。
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B
1

9
.建

物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律

（
改
正
：
試
行
令
和
８
年
４
月
１
日
）
第

2
6
条

（
権
限
）

第
⼆
⼗
六
条

管
理
者
は
、
共
⽤
部
分
並
び
に
第
⼆
⼗
⼀
条
に
規
定
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
建
物
の
敷
地
及
び
附
属
施
設

（
次
項
に
お
い
て
「
共
⽤
部
分
等
」
と
い
う
。
）
を
保
存
し
、
集
会
の
決
議
を
実
⾏
し
、
並
び
に
規
約
で
定
め
た
⾏
為

を
す
る
権
利
を
有
し
、
義
務
を
負
う
。

２
管

理
者

は
、

そ
の

職
務

（
第

十
八

条
第

六
項

（
第

二
十

一
条

に
お

い
て

準
用

す
る

場
合

を
含

む
。

）
の

規
定

に
よ

る
損

害
保

険
契

約
に

基
づ

く
保

険
金

並
び

に
共

用
部

分
等

に
つ

い
て

生
じ

た
損

害
賠

償
金

及
び

不
当

利
得

に
よ

る
返

還
金

（

以
下

こ
の

条
及

び
第

四
十

七
条

に
お

い
て

「
保

険
金

等
」

と
い

う
。

）
の

請
求

及
び

受
領
を

含
む

。
第

四
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
関

し
、

区
分

所
有

者
（

保
険

金
等

の
請

求
及

び
受

領
に

あ
つ

て
は

、
保

険
金

等
の

請
求

権
を

有
す

る
者

（

区
分

所
有

者
又

は
区

分
所

有
者

で
あ

つ
た

者
（

書
面

又
は

電
磁

的
方

法
（

電
子

情
報

処
理

組
織

を
使

用
す

る
方

法
そ

の

他
の

情
報

通
信

の
技

術
を

利
用

す
る

方
法

で
あ

つ
て

法
務

省
令

で
定

め
る

も
の

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

に
よ

る
別

段

の
意

思
表

示
を

し
た

区
分

所
有

者
で

あ
つ

た
者

を
除

く
。

）
に

限
る

。
以

下
こ

の
条

及
び

第
四

十
七

条
に

お
い

て
同

じ

。
）

。
同

項
に

お
い

て
同

じ
。

）
を

代
理

す
る

。

３
管
理
者
の
代
理
権
に
加
え
た
制
限
は
、
善
意
の
第
三
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

４
管
理
者
は
、
規
約
⼜
は
集
会
の
決
議
に
よ
り
、
そ
の
職
務
に
関
し
、
区
分
所
有
者
の
た
め
に
、
原
告
⼜
は
被
告
と
な
る

こ
と
が
で
き
る
。

５
管

理
者

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

と
き

は
、

遅
滞

な
く

、
そ

れ
ぞ

れ
当

該
各

号
に

定
め

る
者

に
そ

の
旨

を
通

知
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
こ

の
場

合
に

お
け

る
区

分
所

有
者

に
対

す
る

通
知

に
つ

い
て

は
、

第
三

十
五

条
第

二
項

か
ら

第
四

項

ま
で

の
規

定
を

準
用

す
る

。

一
前

項
の

規
約

に
よ

り
そ

の
職

務
に

関
し

原
告

又
は

被
告

と
な

つ
た

と
き

区
分

所
有

者

二
前

項
の

規
約

に
よ

り
保

険
金

等
の

請
求

及
び

受
領

に
関

し
原

告
又

は
被

告
と

な
つ

た
と

き
保

険
金

等
の

請
求

権
を

有
す
る
者

三
前

項
の

集
会

の
決

議
に

よ
り

保
険

金
等

の
請

求
及

び
受

領
に

関
し

原
告

又
は

被
告

と
な

つ
た

と
き

保
険

金
等

の
請

求
権

を
有

す
る

者
（

区
分

所
有

者
を

除
く

。
）
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2. 規約改正原案の構成について

◆ 規約改正原案の訂正について

◆ 改正対応による分類

◇配布した規約改正原案は85条からなっていますが（第8章を除いてい

ますが、新設条文が多い）、改正に対応するにあたっての特徴から分

類すると、右表の様になります。

◇このうち(A) 改正検討無しについてはここで確認終了としましょう。

◇さっそく(B)の準拠する条項について確認しましょう。

2026/8/8 秦野南が丘もくせい⻄住宅管理組合 2026(令和8)年度第3回ウェルシー委員会資料
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